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１　基本情報

No.

款 項 目

年度） 年度～継続） 年度～ 年度）

２　事業の概要・実施内容

(対象数： ）

）

３　事業費・財源内訳

４　事業の成果・評価

KPI

評価

評価

評価

評価

評価

５　行政改革推進委員会の評価

令和７年度アクションプラン　事業評価シート【行政改革推進委員会審査用】

担 当 課 関 係 課

事 業 名

行政改革大綱

根 拠 法 令 等 事 務 区 分

事 業 区 分 会 計 区 分 予 算 費 目

施 策 体 系 戦 略 的 施 策

決算年度の
主な取組

当初計画 取組実績（見込）

事業実施手法

事 業 期 間

事 業 目 的 ・
事業実施効果

事 業 概 要
（ 全 体 計 画 ）

事 業 の 対 象

R６決算 R７予算現額 R７決算（見込） R８予算

事業費（千円） 0 0 0 0
12委託料
14工事請負費
18負担金補助及び交付金

その他
財源（千円） 0 0 0 0

特定財源
市債
その他

指標１ 指標２
指標名（単位）

一般財源

「めざす状態」実現に
寄与したこと（事業の成果）

目標値と実績値の差
分についての理由

行革評価（行政改革大綱に基づく評価）

コスト意識
（費用対効果・財源確保）

評価した根拠・理由

目標値

実績値

デジタル・データ活用
（デジタルの活用
・EBPM）

評価した根拠・理由

総合評価

評価した根拠・理由

目的思考
（施策目標への寄与）

評価した根拠・理由

多様な主体との協創
（市民等への意見把握
・民間活力等の活用）

評価した根拠・理由

総合評価

今後の取組方針に対する評価・コメント

事業実施上の課題
・残された課題

今後の取組方針

判断理由

単年度( 単年度繰返( 複数年度(

直接実施 委託・指定管理 負担金・補助金 その他（

行政改革大綱に定める「４つの行動指針」に基づく評価及び総合評価を

下記の５段階で選択し、その評価の根拠や理由を記載してください。なお、

該当なしの場合においても、その判断根拠や理由を記載してください。

「Ａ」 ・・・高い成果が得られた

「Ｂ」 ・・・予定どおりの成果が得られた

「Ｃ」 ・・・一定の成果が得られた

「D」 ・・・やや不十分な成果にとどまった

「E」 ・・・成果は不十分であった

「－」・・・該当なし

７

今後の取組方針について、下記の5つ中から選択し、その判断理由を記

載してください。
※総合評価と今後の取組方針が矛盾する場合には、その理由を具体的に記載して

ください。

「拡大」・・・主に予算規模を拡大して実施

「現状維持」・・・現状の事業内容、予算規模を継続して実施

「改善」・・・予算規模の縮小を含め、事業目的や全体計画等を変更して実施

「廃止」・・・事業自体を実施しない

「完了」・・・令和７年度で事業が完了

８

令和7年度アクションプランに記載されたKPIのうち、主要なもの２つまで記

載してください。

目標値にはR7アクションプランに記載されたＲ7年度の目標値を、実績値に

はそれに対応する実績値を記載してください。なお、実績値が未確定の場合

は（見込）又は（○月〇日時点）と記載してください。

差分についての理由は、プラスでもマイナスでも記載してください。

６

該当する施策及び施策の方向性、行政改革大綱の目指すべき方向性等を

記載してください。なお、事業期間については和暦（昭和：S、平成：H、令和：

R）で記載してください。
※令和7年度アクションプランの記載と必ず整合させてください。

1

事業の目的・事業実施による効果、事業概要等を具体的に記載してくださ

い。

２

決算年度における当初予定していた取組内容及び実際に実施した取組実

績を記載してください。
※取り組んだ内容が分かるよう具体的に記載してください。

※特に予算編成に当たって積算根拠となる件数や人数等がある場合は必ず記載してく

ださい。

（例：チラシ作成○円×●枚、謝礼〇円×●人）

３

事業実施手法について、該当するものを全て選択してください。

（例）

「直接実施」・・・報償費や需用費、役務費等

「委託・指定管理」・・・委託料及び工事請負費

「負担金・補助金」・・・負担金補助及び交付金

「その他」・・・人件費以外の歳出を伴わず、職員によってワークショップやイ

ベントを実施する取組

４

当該事業に係る事業費、財源について記載してください。

（例）

「特定財源」・・・国・県補助金、基金、使途が限定された寄附、ふるさと納税等

「市債」・・・起債による財源

「その他」・・・収入や使用料等

５

令和７年度第６回生駒市行政改革推進委員会（令和８年２月19日）


